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1. 基本的な方針 

人口増加期に集中的に整備された本市の公共施設等は、長期的な維持が困難な規模となっ

ており、市民ニーズの変化に合わない施設や、役割を終えた施設が無いかなど、現状を検証

したうえで、総量の縮減や非効率な配置・運営の改善など、予断無くあり方を見直す必要が

あります。 

 

「施設の規模＝サービスの水準」ではなく、「施設重視」から「機能重視」へ発想を転換

することで、複合化・多機能化による利便性の向上や、空きスペースの活用による低コスト

でのサービス提供など、柔軟な配置により施設をコンパクト化しながらサービスの向上を図

ることが出来ます。 

 

本計画では、長期的な市民ニーズや社会構造の変化に対応し、持続可能で暮らしやすいま

ちづくりに資する適正配置の方向性を提示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

①行政サービス需要を踏まえた機能・あり方の見直し 

②将来人口を見据え、地域性を踏まえた適正な配置 

③施設の複合化・多機能化への転換 

④空き（余裕）スペースの有効利活用 

⑤施設の長寿命化の推進・財政負担の平準化 

⑥整備手法・広域的な利用の検討 

⑦市民参加・市民意見の反映 

北広島市公共施設等総合管理計画 ７つの基本方針 



 

2 

 

2. 実施方針 

① 機能・あり方の見直しに関する方針 

 利用頻度が低い施設については、その原因を検証するとともに、設置目的と市民ニー

ズとのギャップ、他の施設との機能重複、耐用年数等の観点からあり方を見直し、必

要性が低い施設は統合・廃止します。 

 統合・廃止を行う場合は、民間施設や他の公共施設による代替措置等により、必要な

行政サービス水準の確保に努めます。 

 

② 地域性を踏まえた適正配置に関する方針 

 各地区の立地環境、交通利便性、人口動向等の諸条件から必要な機能を検討し、地域

の需要に応じた配置となるよう、見直しを行います。 

 見直しにあたっては、市全体の配置状況を踏まえ、施設の偏在を防ぐ観点から、地区

間での機能補完についてもあわせて検討します。 

 

③ 複合化・多機能化に関する方針 

 施設を更新する場合は必要最小限の規模とし、複合化・多機能化を図るとともに、既

存施設についても改修時などの機会を捉えて複合化・多機能化を検討します。 

 複合化・多機能化にあたっては、立地環境や想定される利用者等を踏まえた効率的な

施設構成とし、利便性の向上を図ります。 

 スクラップアンドビルドの観点から、複合化・多機能化により余剰となった施設は廃

止します。 

 

④ 空きスペースの有効利活用に関する方針 

 廃止等により利用しなくなった施設については、民間事業者等への貸与、貸付、売却

を進めます。 

 貸与、貸付、売却が見込めない施設は解体し、土地の有効活用を図ります。 

 施設の一部に空きスペースが生じた場合は、市民ニーズを踏まえ、施設の一部を転用

するなど、最大限の有効活用を図ります。 

 

⑤ 施設の長寿命化・財政負担の平準化に関する方針 

 将来にわたり継続して維持していく必要がある公共施設等を見極めた上で、定期的な

点検や計画的な修繕等による予防保全を進め、施設の更新時期を平準化するとともに、

管理運営体制の改善を行い、ハード・ソフト両面から財政負担の軽減を図ります。 
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⑥ 整備手法・広域的利用に関する方針 

 民間の資金・ノウハウの活用により、コストの縮減を図りながら効率的に行政サービ

スを提供するため、施設の整備、維持管理、運営等において、PPP/PFI をはじめとし

た幅広い手法を検討し、有効と考えられる手法については、積極的に導入します。 

 施設の立地環境や利用実態を踏まえ、近隣自治体との相互利用など、広域的な連携を

検討します。 

 

⑦ 市民参加・市民意見の反映に関する方針 

 公共施設等のあり方は、市民の生活と密接に関連することから、市民への積極的な情

報提供を行うとともに、市民意見についても十分検討を行い、合意形成を図りながら

適正配置を進めます。 
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3. 施設分野別の方針 

3.1 公共施設 

(1) 集会施設（公民館・地区センター・集会所等） 

集会施設は、文化・学習など様々な活動の場として市内に 50か所以上配置されています

が、多くの施設で老朽化が進んでおり、小規模な施設が多くあることから、利用実態や将来

的な需要見込み等を踏まえ、小規模な施設を中心に、統合・廃止や他の施設との複合化など、

幅広い観点から適正配置を進めます。 

 

(2) スポーツ施設（体育館・プール） 

各施設の老朽化対策を進めるとともに、利用者数の動向、将来的な需要見込み等を踏まえ、

長期的な視点で適正配置の方向性を検討します。 

 

(3) 学 校 

市内の公共施設延床面積の約 4割を占め、身近な施設である学校は、交流スペース、社会

教育、防災など多目的な利用が考えられることから、学校教育に支障の無い範囲で余裕教室

の活用を図るなど、コミュニティの拠点として有効利用を進めます。 

 

(4) 子育て支援施設（保育園・学童クラブ等） 

子育て環境の充実を図るため、需要に応じた機能を確保するとともに、施設の老朽化度合

い、将来的な需要見込み、周辺施設の配置状況等を踏まえ、複合化・多機能化も含めた適正

配置のあり方を検討します。 

 

(5) 行政系施設（庁舎） 

市役所新庁舎の複合機能を活かした管理・運営により行政サービス水準の向上を図るほか、

出張所の将来的な適正配置について検討します。 

 

(6) 公営住宅 

『北広島市公営住宅長寿命化計画』に基づき、必要な住宅ストックの確保、老朽住宅の建

替えを行うとともに、計画的な修繕による長寿命化及びライフサイクルコストの削減を図り

ます。 

 

 

※上記以外の公共施設については、当面現状のままの配置とし、必要に応じて見直しを行います。 

  



 

5 

 

3.2 インフラ施設 

(1) 道 路 

道路の状態を的確に把握し、劣化度、重要度等に応じて計画的な修繕を行い、維持管理コ

ストの縮減を図ります。 

 

(2) 橋 梁 

『北広島市橋梁長寿命化修繕計画』等に基づき、予防保全による長寿命化を行うことで、

修繕や架替えのライフサイクルコストの縮減を図ります。 

 

(3) 上下水道 

今後、老朽化に伴う大量更新が見込まれることから、『北広島市水道ビジョン』や『北広

島市下水道中期ビジョン』等の各計画に基づき、耐震化や老朽施設の計画的な更新等を進め

ます。 

 

(4) 公 園 

誰もが安心して利用できる空間として、機能保全や安全性の確保を図るため、老朽化した

施設の改修を計画的に進めます。 
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4. 公共施設の縮減の考え方 

今後の財政見通しを推計した結果、10 年間で公共施設の整備等に充当可能な額は約 210

億円と見込まれます。 

一方、現在の施設規模を維持したまま更新を行った場合、今後 10 年間で約 240 億円が

必要と見込まれることから約 30億円が不足し、更新の対象となる施設の延床面積（約 14.8

万㎡）を約 1.9 万㎡（約 13%）縮減する必要があると試算されます。 

この試算結果を念頭に置き、持続可能な財政運営の下で必要な行政サービスを提供できる

よう、各方針に基づいた取組みを進めます。 

 

 

図 -1 将来財政推計※ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※過去 10 年の住民基本台帳人口と各財政指標の実績値による回帰分析結果に人口推計結果を反映させ今後

10 年間の推計値を算定。投資的経費ならびに維持補修費は、人口規模での相関性が低いため、過去 10 年

間の歳出に対する比率で算定。なお、本推計においては、人口増減の影響ならびに高齢化率を反映した結

果であり、政策の影響や過去の動向等は考慮していない 

※投資的経費：道路・橋りょう、公園、学校、公営住宅の建設等社会資本の整備に要する経費 

維持補修費：地方公共団体が管理する公共用施設等の維持に要する経費（地方財政白書：総務省より） 

 

 

本推計は、過去の財政データ・人口動向などから、一定の仮定に基づき機械的

に試算したものです。 
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図 -2 更新費用と投資的経費・維持補修費の累計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※1…更新費用と投資的経費及び維持補修費用の合計との縮減比率にあわせて床面積を縮減するものとする 

※2…大規模改修、立て替えに要する費用の累計（「公共施設等更新費用試算ソフト」（（財）地域総合整備財

団）より算出） 

※3…将来財政推計における投資的経費+維持補修費の累計の 84％（過去 5年間における投資的経費の実績よ

りインフラの既存更新分 16%を除く） 

 

3,098 百万円 

（13％減）※1 

※２ 
※３ 


